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終わりに

はじめに

協同組合の目的は、組合員への助成(奉仕)にある O 組合員に対する助成を目

的として協同組合は事業を行う O 事業取引の相手方は組合員である。組合員側か

らみると組合員は、協同組合事業の利用を通じて協同組合から助成を受ける。事

業を利用する意思がない者は、組合員にはなれなL、。すなわち組合員と利用者

(顧客)の一致は、協同組合の理念型を形成するというのが、わが協同組合理論で

は伝統的な理解である。

しかしながら目を外に向けると、協同組合事業を利用する意思がない者も組合
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員として受け入れるべきであるという意見も存在しており、最近ではこのような

意見に沿った立法もなされている。投資組合員である。

投資組合員は、わが協同組合法が知らない制度であり、本研究会でも関心が高

く、既に①諸外国の制度の紹介として、あるいは②わが国における論点・選択肢

の提示として言及されている(¥)。本研究会においてその都度若干の議論をしたが、

議論をする前提として投資組合員についてより深く理解する必要があるのではな

かろうか。この点は、本研究会の共通認識であると思われる。そこで本稿では、

投資組合員を考察の対象として採り上げる。考察)1慎序に従って具体的に述べると、

以下の通りである。

本研究会の設置目的に照らすと、投資組合員に関する考察は、どのような意味

を有するのであろうか。言い換えると投資組合員に関する考察結果から、わが協

同組合法とりわけ農業協同組合法に(2)、どのような点で示唆を得ることができる

のであろうか。組合のあるべき方向性に関する選択肢について吟味した上で明ら

かにする(第 1章)。第 l章で明らかにした意味を念頭に置きつつ、立法趣旨を確

認した上で、投資組合員がどのように制度設計されているのかを概観する(第2

章)。次いで①第2章で概略を把握した投資組合員には、伝統的な協同組合理論に

立脚すると、どのような疑問が呈せられるのか、そして②その疑問にどのように

答えればよいのであろうか。具体的には投資組合員は、一致の原則(第3章)及

び助成目的(第4章)とどのように整合性をとればよいのかについて考察する。

以上の考察結果を踏まえて最後に、第 1章で明らかにした点について、投資組合

員に関する考察結果からわが協同組合法に示唆を得て(第5章)、本稿を締めくく

( 1 )本文①として、栗本昭「日本型農協の鏡としての欧米の農協と日本型生協(平成19年8月26ー

27日付けレジュメ)J、田中久義 fTEUにおける協同組合の動向」について(同年5月25日付け

レジュメ)J、本文②として、羽田作「農協のミッションと組合員制度(周年10月12日付けレジュ

メ)J、明田作=田中久義「農業協同組合法制に関する論点について(同年8月26-27日付けレジュ

メ)J、田中久義 rr農協のミッションと組合員制度Jについて(同年10月11日付けレジュメ)Jが
ある。

本研究会以外でも、わが農業協同組合における組合員の多様化を踏まえた意思決定のあり方を

検討するに際し、ドイツにおける投資組合員も参考にするものとして、斉藤由理子「多様な組合

員の意思決定への参加一一独仏の協同組合の事例から←ー」農林金融60巻5号2頁(平成19年)

がある。

(2)わが協同組合法すべて、あるいは少なくとも「協同組合法Jという名称を法律名に含む4法
(消費生活協同組合法・水産業協同組合法・中小企業等協同組合法・農業協同組合法)を採り上

げるべきという指摘もありうる。しかし本稿では以下の諸点を考慮し、主として農業協同組合法

を採り上げる。①本研究会の設置目的が農業協同組合に関連する、②農業協同組合がわが協同組

合の中で経済的に最も大きな地位を占めている、③すべての協同組合法を採り上げることは記述

を徒に複雑にするという点である。
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ることにしよう。

第1章本研究会の設置目的と投資組合員

農業協同組合法が想定する組合は、法律の名称も示しているしているように農

業者を中心とした組合である。しかしながら実際には非農業者である准組合員は

増加の一途を辿り、現在では組合全体でみると准組合員が組合員総数の半数に迫

ろうとしている。都道府県別にみると、准組合員数が正組合員数を上回っている

都道府県も、 3大都市圏を中心にして17に上っている (3)。

このように法律の背後にある理念と実態の間で矛盾が拡大している状況におい

て、立法論も視野に入れて組合の制度設計のあり方を提言するのが本研究会の設

置目的である。組合の制度設計のうち組合員に関する制度設計のあり方は、

上記矛盾をそのまま放置できないとすると一一一、最も根本的な事項であると

いえる。組合員に関する制度設計のあり方は、将来における組合のあるべき方向

性としてどのような方向性をとるのかによって異なってくる。例えば地域協同組

合という方向性を選択すれば、非農業者組合員を組合に積極的に位置付けること

になるであろう。これに対して農業者のための協同組合に純化するという方向性

を選択すれば、非農業者組合員を消極的に位置付けることになる。第 3回研究会

(平成19年10月12日)のテーマが「組合員制度とミッション」に設定されたのも、

組合の使命あるいは組合の基本的な方向性をどのように設定するのかによって、

組合員制度が規定されることを示す証左であるといえよう O

わかりやすいことを前提にすると、組合のあるべき方向性として 3つの選択肢

を想定できる。本章では、まず 3つの方向性とそれによって規定される組合員制

度について吟味する(第 1節)。その結果選択した方向性を前提にした場合、投資

組合員に関する考察結果から、どのような点でわが農業協同組合法に示唆を得る

ことができるのかを明らかにしよう(第2節)。

(3) 農林水産省経営局協同組織課編『平成18事業年度総合農協統計表~ (農林統計協会、平成20年)

のWeb版 (htゆ・Ilwww.e-stat.go.jp/SGlIestatJList.do?bid=OOOOO1 0 12862&cycode=0)から算出。同統

計ー表によると、正組合員数は平成13年度の約521万人から、平成18年度には約494万人に減少して

いる。これに対して准組合員数は平成13年度の約387万人から、平成18年度には約438万人に増加

している。組合員総数に占める准組合員の割合を算出すると、平成13年度の42.6%から、平成18

年度には47.0%に上昇している。
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第1節 組合のあるべき方向性

一 「農業」協同組合
農業者組合員中心の組合にできるだけ純化しようとする方向性である。近時な

されている組合批判川も同じ方向性であろう。組合は農業者の家計・事業を助成

する組織であり、非農業者を相手方とする取引を基本的には行わないことになる。

究極的には、例えば信用・共済事業のような農業と直接関係しない事業(非農業

関連事業)を分離し、農業者組合員を相手方として農業関連事業のみを行う組織

となるであろう。

このような方向性をとると、組合員制度は以下のように設計されるであろう O

農業者のための組合という原始農業協同組合法以来の理念を徹底し、究極的には

非農業者組合員は許容しない、あるいは許容する場合でも非農業者組合員は、名

実共に例外的な存在に位置付けられる。これは、非農業者組合員が組合員総数の

半数に迫ろうとしている実態を、上記理念に適合するように変更することを意味

する O 法的には理念に忠実に、非農業者組合員を許容しないように農業協同組合

法を改正するか、あるいは許容するにしても上限を設けることになる。

しかしながら「組織合意を得られるのかJという本研究会の検討視点 (5)から、

疑問が生じうる O 現行農業協同組合法上の准組合員が組合から脱退することにな

り、事業量の激減に繋がりかねず、とりわけ都市部を地区とする組合にとっては

受け入れ難いと推測しうる O 加えて「国民の理解を得られるのか」というもう 1

つの視点からも疑問がある。准組合員は組合員総数に占める割合のみならず、絶

対数も増加している(注(3)参照)。これは、組合に対する国民の理解がより深

まっていることの証左でもある O にもかかわらず法改正して非農業者組合員を許

容しない、あるいは非農業者組合員数を制限し、組合からの脱退を余儀なくされ

ることは、現在准組合員である非農業者(国民)の理解を得られるのかは疑問で

ある。

(4) I農業」協同組合への純化を主張するものとして、神門善久「常態化する JAの法令違反、金
融事業の分離を急げ一一兼営に正当な理由なし一一」金融財政事情59巻 7号23頁(平成20年)、

山下一仁「経済教室・農協の解体的改革をJ(日本経済新聞平成17年6月7臼付け朝刊27面)、同
『農協の大罪 「農政トライアングルJが招く日本の食糧不安一一一Jl(宝島社、平成21年)198 
頁。

(5 )本研究会における検討の際に留意すべき視点として、本文に示した2つの視点が示されている

([研究会事務局1I将来構想.iJilJ度研究会における研究課題整理(メモ)(平成19年B月26-27日

付けレジュメ)J)。この 2つの視点からの検討が、実際上無祝できないことは首肯しうる。
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「地域」協同組合

農業者のみならず、非農業者である地域住民を正面から幅広く組合員として受

け入れようとする方向性である。いわゆる地域協同組合論の主張者が唱える方向

性 (6)と同じである。組合は、農業者のみならず非農業者を含めた地域住民の家計・

事業を助成する組織となり、非農業関連事業や非農業者を相手方にする取引を、

より積極的に行うことになるであろう。

このような方向性をとると、組合員制度は以下のように設計されるであろう。

非農業者組合員は現行農業協同組合法上の准組合員のように例外的にではなく、

より積極的に位置付けられる。論者によって積極性の程度は異なろうが、究極的

には非農業者と農業者は同等に位置付けられる O これは、非農業者組合員が組合

員総数の半数に追ろうとしている実態に適合するように、農業者のための組合と

いう理念を捨て〔修正し)、農業者を含む地域住民のための協同組合という新たな

理念に合わせて実態を追認することを意味する。法的には、究極的には正組合員

と准組合員という区別を廃止し、農業者組合員と非農業者組合員に同じ法的地位

を付与するように農業協同組合法を改正することになる。

しかしこのような制度設計には、以下の 2つの疑問が生じる。第一に、農業協

同組合法は、組合員の属性に制約されない一般協同組合法の傾向を強める結果に

なる O このような結果は、組合員の属性別に立法がなされているわが分立協同組

合法制と相容れなくなる。そうすると協同組合法制全体の抜本的改正を視野に入

れた大がかりな立法論を展開せざるを得ないという意味では、実行可能性に難点

があることは否めない。第二に、「組織合意を得られるのか」という視点からであ

る。「おらが農協Jと考える組合員も少なくない組合では、非農業者組合員と農業

者組合員を完全に等しく待遇するという究極的な扱いを選択することに、現在の

正組合員が同意するとは思えない。

以上2つの疑問を考慮すると、非農業者組合員を現行農業協同組合法より積極

的に位置付けるとしても、農業者組合員の利益保護のために、一一例えは議決権

制限によって一一非農業者組合員の権利を制限する途を可能にせざるを得ない。

等しく利用者である組合員を異なった扱いにするという点では現行の組合員制度

と質的には呉ならず、単に量的な差異があるに過ぎなくなってしまう O それゆえ

准組合員に対して現在なされている批判は (1三」参照)、依然としてなされるで

( 6)鈴木博「都市農協問題と「地域」協同組合論 「地域組合論」批判の検討を中心に一一」斉

藤仁編『昭和後期農業問題論集⑫ 農業協同組合論~ (農山漁村文化協会、昭和48年)295頁。
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あろう。

三現状維持

非農業者である准組合員が紐合員総数の半数に迫ろうとしていても、明確な方

向性を打ち出さず、現状のままにしておこうという方向性である O 法的には准組

合員数について何ら制限は設けられていないため、各組合における准組合員が如

何に増加しでも適法である。それゆえ 組合のあるべき方向性に関する積極的

な想定とはいえないが 、このような方向性もありうるのである。

非農業者である准組合員については、その存在それ自体に対して批判がなされ

てきた。伝統的な協同組合理論によると、組合員には平等の議決権が付与されな

ければならないのにもかかわらず(独禁22条3号参照)、准組合員については議決

権をはじめとする共益権が大幅に制限されているからである(農協同条 1項但書

き・ 38条・ 43条・ 43条の 3第2項ほか)。加えて、准組合員の存在それ自体につい

てはたとえ例外的に許容しうるにしても、准組合員を無制限に組合に受け入れる

ことは、「農業J協同組合としては本来的でないという批判もなされてきた。しか

しながら准組合員の増加に対しては、法的な制限は導入されなかった。なぜなら

准組合員は、「いいとこ取り」を可能にする制度であり、組合にとっては使い勝手

がよいため、組合が原状維持を望んだからであるとも推測しうる。すなわち准組

合員の増加によって、組合事業利用の側面では事業利用分量を拡大できるという

メリットを組合は享受できる。他方組合運営の側面では、上記の通り准組合員に

ついては共益権が大幅に制限されるため、准組合員が大幅に増加しでも、農業者

である正組合員は農業者の利益を重視した組合運営を確保できるのである O

原始農業協同組合法以来の理念に従うと、中核的な組合員(コア組合員)は農

業者である正組合員であり、非農業者である准組合員はあくまでも例外的存在

(非コア組合員)と位置付けられるO そうすると准組合員が組合員総数の半数に迫

ろうとしている現状は、准組合員数には法的には制限はなく違法とまではいえな

いが望ましくない。望ましくは、農業協同組合法の背後にある理念と実態の聞で

拡大している矛盾を解消すべきである。それゆえ 立法論を視野に入れて方向

性を考えるのであれば一一、原状維持という方向性は少なくとも積極的には支持

できない。

加えて、理念と矛盾した実態を放置するいいとこ取りに対しては、「国民の理解

を得られるのかJという視点から、疑問が呈せられよう。あるいは「国民」を

「財界」と言い換えると、このような疑問はより鮮明になるであろう O 内閣府に設
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置されている規制改革会議で組合に関してなされている議論に財界が大きな影響

力を有している点を考慮、に入れると、このような疑問はより強力な批判となって

現れるであろう。

第 2節 投資組合員について考察する意味

投資組合員のように協同組合事業の利用を前提としない組合員をわが協同組合

法は知らず、比肩する組合員は存在しない(なお水協80条、中協 9条の11第 1項

参照)。それゆえ比較法の方法による制度的比較はできない。あるいは実際界の状

況をみたところ、投資組合員の必要性が声高に叫ばれている様子もなく、導入の

是非について正面から検討する必要性も現段階では大きくないと思われる。投資

組合員についてより深く理解することを本稿の目的としてまず最初に設定したの

も (iはじめに」参照)、このような状況を考慮、したためである。

もっとも投資組合員についての考察結果から、わが農業協同組合法に以下の点

で示唆を得ることができる。上記の 3つの方向性のうちいずれを選択するにせよ

(第 l節)、 たとえ「農業」協同組合という方向性を選択するにしても一一非

農業者組合員を許容することになるであろう O 農業者組合員と非農業者組合員¢

間では、一一生活者としての側面は別にして一一一、農業の側面では共通の利害僕

係がなく、両者に同質性がない。これに対して投資組合員を受け入れている協恒

組合では、利用を意図している一般的な組合員(利用組合員 [nutzend，

Mitglieder ])は協同組合との取引条件に、投資組合員は資本利回りにそれぞれ最生

関心がある。やはり両組合員に共通の利害関係がなく、両者に同質性がない。刻

農業者組合員を許容することになるわが組合と投資組合員を受け入れている協IC

組合では、一一一制度内容に差異があるものの一一利害関係の異なる組合員を、 1 

つの協同組合に糾合する点で共通している O 同質性のない組合員をどのように l

て糾合するのかという点に、投資組合員と非農業者組合員を比較可能にする共五

の要素を見出すことができる。してみれば非農業者組合員を受け入れる場合にj

ける組合員の制度設計のあり方について、投資組合員に関する考察結果から示司

を得ることが可能になるであろう O

fぇ4)



第2章投資組合員

第 1節意義

一一般

投資組合員について

「投資組合員【investierend巴 Mitg1ied巴r】」とは、協同組合事業の利用を意図せず、

単に出資のみによって協同組合に参加する組合員である O 組合員であるが、利用

者ではない点で一般的な組合員と異なる(7)。

投資組合員が本格的に採り上げられるようになったのは、ヨーロッパ連合理事

会で2003年に承認されたヨーロッパ協同組合法規則(本稿では、 iSCE法規則Jと

略称することもある。)では)、投資組合員が導入されることになったからであると

忠われる。その後ヨーロッパ連合加盟各国は、自国の園内協同組合がヨーロッパ

協同組合 (SCE)との制度間競争で不利になることがないよう、圏内協同組合法を

改正し、投資組合員を導入しているようである。そのうち本稿では、投資組合員

の具体的な制度設計については、以下の点を考慮、して主としてドイツ協同組合法

上の投資組合員に依拠する。確かにドイツでは SCE法規則の影響を受け、国内協

同組合をヨーロッパ協同組合と同等の地位にする (9)一環として、 2006年にようや

く投資組合員が実定法上定められた。しかしながらドイツでは1973年協同組合法

改正以後投資組合員発展に向けた実際上の傾向がいち早く見受けられ、その傾向

がSCE法規則にも影響を与えたとも考えられる。このような状況ゆえドイツでは、

投資組合員に関する議論の蓄積も豊富だからである。

(7)投資組合員は、典型的には専ら投資すなわち投資利回りの獲得を目的として協同組合に加入す

る者(投資家)である。もっとも、 SCE法規則の下記条文の文言に表れているように、同目的で

はなく、より広範に 消極的ではあるが一一非利用目的で加入する組合員を想定できる (Vgl.

Volker Beuthien， Wie kapitalistisch darf eine Genossenschaft sein? -Zum forderwirtschaftlichen 

Nutzen nicht nutzender Mitglieder-， in: AG 51， S.58 (2006))。例えば社会福祉に関心がある者

で、自らは福祉サービスを利用する意思はなく、かつ投資利回りを獲得する目的がないものでも、

社会福祉サービスを提供する協伺組合に投資組合員として加入できょう。消極的ではあるが利用

を意図していない点に着目して、投資組合員は「非利用組合員【nichtnutzende Mitglieder】

(SCE法規則14条 l項2段 1文)Jとも称される。

本稿で主として採り上げるドイツ協同組合法では、「非利用組合員」ではなく「投資組合員j

という文言のみが用いられているが、上記の点を考慮すると、資本利回りのE藍得を目的とせず、
出資のみをする組合員を、ドイツ協同組合法でも「投資組合員」として想定できょう。

( 8 )拙稿「ヨーロッパ協同組合法規則に関する覚書」神戸市外国語大学外国学研究63号167頁(平

成18年)参照。

( 9) Regierungsentwurf e凹田 Gesetzes 四 rEin抗ihrung der Europaischen Genossenschaft und zur 

Anderung des Genossenscha自srechtsmit Begrundung und Vorblatt， in: BT-D四clcsache1611 025 vom 
23.03.2006， S.81 
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二 ドイツ協同組合法上の投資組合員

SCE法規則に倣い(同規則14条 1項2段1文)、「商品の利用又は生産及びサー

ビスの利用又は提供が問題にならない【nichtin Frage kommen]J者を投資組合員

として許容することを定款で定めることができる(ド協 8条2項 1文)。ここで

「問題にならなしづ者とは、何を意味するのかについては2つの考え方がありうる。

投資組合員として許容される、すなわち投資組合員資格があるのは、①協同組合

事業を利用することができない者のみであるのか、あるいは②協同組合事業の利

用が当該者にとって重要でなく、したがって協同組合事業を利用しようとしない

ことで足るのかであるO 例えばAワイン醸造協同組合において、「ブドウ栽培農家

ではあるが同組合にブドウを出荷しようと思っておらず、単に投資目的で同組合

に加入しようとする者」である Bは、投資組合員として許容されるのかという事

例で考えてみよう。考え方①によると、投資組合員として許容される(加入でき

る)のは、物理的に協同組合事業を利用不可能な者のみである o Bはワイン原料

であるブドウをAに出荷することは物理的には可能である O それゆえBは投資組

合員として許容されないという結論になる。これに対して考え方②によると、物

理的に協同組合事業を利用可能か否かではなく、利用をする意思の有無が重要で

あり、利用意思がなければたとえ利用可能であっても投資組合員として許容され

る。 BはA協同組合の事業を利用可能であるが、利用意思がない。それゆえ

一一利用組合員資格もあるが一一一、投資組合員としても許容されうるという結論

にTよる。

この点については、一般に考え方②が支持されている(川。なぜなら考え方①を

採用すると、 例えば信用協同組合・消費生活協同組合のように一一当該者の

属性にかかわらず誰でも事業利用が可能な協同組合では、実際には投資組合員は

許されないという不都合な結果になるからである。そうすると加入に際して協同

組合事業を利用する意思があり、利用組合員として加入すれば利用組合員となり、

反対にそのような意思がなく投資組合員として加入すれば投資組合員ということ

になる。両組合員は、いずれの組合員種類として加入したのかという形式的区分

である(1l)利用組合員が実際には協同組合事業を利用しなくなったからといって、

投資組合員になるのではない。投資組合員が協同組合事業を利用することによっ

(10) Volker Beuthien， Genossenschaftsgesetz: Aktualisierungsband zur 14. Aufl.， 2007， 88 Rn.ll; Peter 

Pohlmann u.a.， Genossenscha乱sgese民 3.Aufl.， 2007， 8 8 Rn.lO 

(11) Beschlussempたhlungund Bericht des Rechtsausschusses (6. Ausschuss) zu dem Gesetzentwurf der 

Bundesregierung -Drucksache 16/1025一， in: BT-Drucksache 1611524 vom 17.05.2006， S.8 
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て利用組合員になるのではなく、その利用は員外利用の制限に服する(ド協 8条

l項5号。第3節「二J1参照)。投資組合員が利用組合員になるためには、加入

手続に基っき(ド協15条 l項)、組合員たる地位の変更をしなければならない。

第2節趣旨

一 自己資本調達手段の拡大

協同組合は経済的弱者を構成員とする。また組合員資格として一定の地区に住

所を有することが要求されることが一般的であるため(ド協8条 1項2号)、組合

員資格を有する者が限られる O それゆえ社会に散在する余剰資金を株式発行をし

て広く集めることができる株式会社と比較し、構成員のみからでは多額の資本調

達は難しい。その結果自己資本が脆弱になりやすい。このような事情を考慮し、

資本調達を容易にする ω ための手段の lっとして、広く投資家を受け入れる途を

投資組合員の導入によって協同組合に開いたのである。

従来から例えば享益証券【Genusscheinlや匿名〔による資本〕参加【sti11e

Bet巴iligung】の方法で、利用組合員以外の者から資本を調達することは可能であっ

た。しかしこれにより調達した資本は自己資本ではなく、あくまでも後順位の責

任資本 [nachrangigesHaftkapitallに過ぎない。加えて、わが優先出資者と同様

(優先出資17条)、単なる資金拠出者であり、協同組合の構成員として糾合されて

いない。このような協同組合では、あくまでも利用を前提にした組合員のみから

構成されるいわば単層式の組合員モデルである O これに対して投資組合員は、

一ーその名称の通り 利用を前提にしない資金拠出者を協同組合の構成員とし

て受け入れている点で特徴的であるといえる。 2種類の組合員を有するモデル

【Zwei-Gmppen-Modell】(日)すなわち複層式の組合員モデルである O 資本調達上の

「必要性」に応えるという趣旨には肯けるが、協同組合としての「許容性」はある

のであろうか。内部構造にかなりの変化が生じ、そのため伝統的な協同組合理論

で承認されてきた協同組合の理念をある程度放棄し、協同組合という法形態が資

本会社により接近するようにも思われる。それにもかかわらず実務上の必要性に

配慮、して投資組合員が導入されたのである O 各協同組合への導入が法律で強制さ

れず、選択肢として定款自治に委ねられているのも(第3節 I~J 参照)、このよ

(12) Regierungsentwurf (a.a.O. (Fn.9))， S.l. 

(13) Lothar Vollmer， Die kapitalistische Genossenschaft， 1995， S.7. Vollmerは、 2種類の組合員を有

する協同組合を「物的協同組合【kapitalistischeGenossenshaften】」と定義し、その制度設計につ

いて検討しているo
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うな意味で許容性の観点から難点が残っているからであろうか〈叫。許容性につい

て、具体的には投資組合員は伝統的な協同組合理論とどのように整合性をとれば

よいのかについては後述する(第3章・第4章)。

二 自己機関制から生じる難点の回避

投資組合員の導入によって、自己機関制の原則から実務上生じるのが珍しくな

い難点を回避しろることも期待されている刷。 ドイツでは厳格な自己機関制

【Selbstorganscha日が採用されており(ド協9条2項 l文)、経営の専門家を理事・

監事に任用することが困難な場合がある。例えば信用協同組合のように当該者の

属性にかかわらず誰でも事業を利用できる協同組合では(第 1節「二」参照)、

←一一定の地区に住所を有することが要求されようが(¥一」参照〕 、実際に

はたとえ協同組合事業を利用する意思がなくとも組合員になれるし、組合員の地

位を継続しうる(第3章第 1節「二J1参照)。そうすると自己機関制をクリアー

するのみのために、経営の専門家が便宜的に組合員になることも可能である O し

かし例えばワイン醸造協同組合・製靴原料購買協同組合のように、当該者の属性

によって組合員資格が大幅に制限されている協同組合では、ブドウ栽培農家・製

靴業者でなければ、組合員になることはできない。自己機関制ゆえ、農家・製靴

業者から理事・監事を任用せざるを得ず、経営の専門家が理事・監事になること

が困難な場合もある O このような状況において実際界では協同組合事業の利用が

本来的に想定できず、素直に考えると組合員になり得ない者を、「支援組合員

【forderndeMitglied巴r】Jすなわち組合員たる地位が組合又はその組合員を支援す

る者として受け入れるという便宜的な扱いをしてきた。このような実務上の扱い

は適法と解されている M 。

投資組合員の導入によって、協同組合事業の利用を前提としない者を広く組合

員として協同組合に受け入れることが可能になる O 経営の専門家を投資組合員と

して受け入れることによって、自己機関制に照らして疑問の余地もある支援組合

員という便宜的な扱いをせずとも、経営の専門家を理事・監事に任用する途が開

かれることになる(¥7)。

(14) Vgl. Beschlussempfehlung und Bericht (a.a.O. (Fn.lj))， S.8. 

(15) Regierungsentwurf (a.a.O. (Fn.9))， S.81. 

(16) Volker Beuthien， Genossenschaftsgesetz， 14. Auf1.， 2004， 89 Rn.9 

( 17) V gl. Ingo 8aenger/Ma他ias Merkelbach， Die investierende Mitg1iedschaft im deutschen 

Genossenscha自srecht← eiueiuteressante Beteiligungsmog1ichkeit filr Genossenscha自enund Investoren?， 

in: BB 61， 8.567 (2006) 
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第3節制度設計

本節では、上記趣旨で導入された投資組合員が法律上どのように制度設計され

ているのかを概観し、第3章・第4章における考察の前提とする。一言でいうと

SCE法規則に概ね倣っているが、異なる設計がなされている事項もある。

一投資組合員の受入れ

第一に、各協同組合が投資組合員を制度として導入する場合についてである O

法律では導入を強制されていない。協同組合の内部構造にかなりの変化が生じ、

許容性の観点から難点が残っているためであろうか(第3章・第4章参照)、導入

は定款自治に委ねられている(第 2 節 I~J 参照)。それゆえ既存の1íih同組合が投

資組合員を導入するためには、総会における定款変更手続を経る必要がある。具

体的には特別議決、すなわち総会で行使された議決権の 4分の 3の多数の賛成で

議決する(ド協16条2項11号)。

第二に、定款の定めによって投資組合員を導入した協同組合が、ある者を実際

に投資組合員として受け入れる場合についてである。加入を承諾するには、原則

として総会の同意を要する。ここでの総会の同意は制度そのものの導入の場合と

異なり、普通議決(ド協43条2項 1文)で足る。すなわち総会で行使された議決

権の過半数(単純多数決)の賛成で議決する O もっとも、定款の定めによって総

会の同意に代わり、監事会の同意にかからしめることも可能である(ド協 8条2

項3文)。

二投資組合員の法的地位

立法理白書によると投資組合員は、正規組合員【ordentlichesMitglied】と同じ法

的地位を有すると位置付けられている(則。素直に解釈すると、正規組合員とは利

用組合員のみであり、投資組合員は非正規組合員であることを前提として、非正

規組合員である投資組合員は正規組合員である利用組合員と同じ地位を有するこ

とになる。しかし下記の通り(1 -3 )、両組合員の聞には権利義務に差異が設け

られており、同じ法的地位とはいえないのではなかろうか。

1.中核的自益権

利用組合員は、協同組合事業の利用を通じて協同組合から助成を受けることを

(18) RegielUngsentwurf (a.a.O. (Fn.9))， S.82 
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目的にして協同組合に加入する。資本利回りの獲得を目的とするのではない。協

同組合事業利用権は、利用組合員にとって最も基本的な権利である。

これに対して投資組合員は、資本利回りの獲得、すなわち事業活動を通じて協

同組合に生じた剰余金から、出資金額に応じてなされる出資配当を受けることを

目的として組合に加入する。出資配当支払請求権が最も中核的な白益権であり、

投資組合員は協同組合事業利用権を有していない。そのため同事業を投資組合員

が利用する場合には、員外利用によることになる(第 l節「二」参照)。

2.議決権の重み付け

投資利回りの獲得のみに関心を有する投資組合員が加入すれば、協同組合の助

成目的が蔑ろにされ、ひいては協同組合事業の利用を通じて利用組合員が助成を

受ける利益(助成利益)が損なわれる危険性がある O 投資組合員による協同組合

運営への影響力を制限し、利用組合員の意思に沿った運営を維持し続ける必要が

ある。そこで投資組合員が有する総会議決権に制限が設けられている O ドイツで

は利用組合員と同様、原則として 1組合員 l議決権が投資組合員に付与されてい

る(ド協43条3項 1文〕。仮に投資組合員について組合員総数に占める割合が制限

されていれば、議決権制限を設けずとも、利用組合員の意思に沿った協同組合運

営が確保しやすい。しかしながら投資組合員数についてドイツ協同組合法では、

SCE法規則に倣い制限が設けられていないため、議決権に何らかの制限を設ける

ことになる o SCE法規則では投資組合員全体の議決権は議決権総数の25%以下に

単に制限されているのに対し(同規則59条 3項)、ドイツ協同組合法では議決権制

限はよりきめ細かい。すなわち①投資組合員が他の組合員を議決において打ち負

かすことがないよう、及び②行使された議決権の少なくとも 4分の 3の多数が法

律又は定款によって定められている総会議決が、投資組合員によって妨げられる

ことがないよう、定款は保障しなければならない(ド協8条2項2文)。 偲々の投

資組合員ではなく、投資組合員全体で有する議決権の割合を制限しようとするの

である。例えば利用組合員が100名で、投資組合員が200名いる協同組合で、原則

通り 1組合員 1議決権で、組合員全員が総会に出席しているという設例(円)で考え

(19)ここでは記述が複雑にならないようにするため、組合員全員が総会に出席しているという設例

を用いた。しかし実際にはよほど小規模の協同組合でないかぎり、欠席者がいるのが通常であろ

う。そうすると①各組合員の総数あるいは②「総会に出席している各組合員の総数」のいずれを

基準にして、投資組合員が利用組合員を打ち負かす結果にならないように議決権配分をするので

あろうか。例えば本文の設例で欠席者が利用組合員に10名いたとする。上記①を基準にするので

あれば、本文で述べた結果と同じである。これに対して上記②を基準にするのであれば、投資組

合員全体で89議決権以下を有するような議決権配分にする必要があると思われる。
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てみよう。

第一に、総会の普通議決事項についてである(ド協43条 2 項 l 文。 I~J 参照)。

利用組合員は各 1議決権で、全体で計100議決権である。投資組合員全体で100議

決権以上有すると、利用組合員全員が賛成しても、投資組合員全員が反対すれば

決議は成立せず、投資組合員が利用組合員を打ち負かす結果となる。このような

結果になることがないようにするために、投資組合員全体で99議決権以下を有す

るような議決権配分にする必要があると考えられる。第二に、総会の特別議決事

項についてである(ド協16条2項各号。「一」参照)。利用組合員は各 1議決権で、

全体で計100議決権である。投資組合員全体で34議決権以上有すると、利用組合員

会員が賛成しても、投資組合員全員が反対すれば決議は成立せず、総会議決が投

資組合員によって妨げられる結果となる。このような結果になることがないよう

にするために、投資組合員会体で33議決権以下を存するような議決権配分にする

必要があると考えられる。

以上から、利用組合員と投資組合員は、それぞれ l議決権を有するとしても、

両者では l議決権の重みが異なるように議決権配分がなされることになるのであ

ろう O 協同組合事業を通じて利用組合員が助成を受ける利益を維持するために、

議決権に重み付けをすることによって投資組合員の議決権を制限するのである。

確かに法的にみれば、利用組合員の助成利益が投資組合員によって損なわれるこ

とは、議決権の重み付けによって回避できる。しかし実際上は、「より一層高率の

出資配当をしなければ、脱退して持分の払戻しをする」という投資組合員による

脅しによって(ド協65条・ 73条参照)、利用組合員が投資組合員に従属する危険性

も指檎されているが刷、この点については後述する(第4章第3節 1~J) 。

3.監事への就任制限

ドイツ協同組合法では厳格な自己機関制が採用されており、理事・監事資格を

有する者は組合員に限られる。上記の通り(第2章第2節「二J)、自己機関制か

ら生じる難点の回避も投資組合員に期待されている O もっとも、投資組合員であ

る監事の数は、 SCE法規則に倣い(同規則39条3項)、監事の 4分の lを超えては

ならない(ド協 8条2項4文)。議決権制限におけるのと同様 (12J参照)、投資

組合員による協同組合運営への影響力を制限し、利用組合員の意思に沿った運営

(20) Daniela Cario， Anfnalnne von Investorenmitgliedem in die SCE? -Gedanken zur Ausubung des 

Wahlrechts in Art. 14 Abs.2 SCE-VO durch den deutschen Gesetzgeber-， in: ZfgG 55， S.151 

(2005) . 
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を維持し続けるという趣旨による。

組合員総数が20名以下のいわゆる極小協同組合【KleinstgenossenschaftJでは、

監事会を設置する義務はない(ド協9条 l項2文)。理事については下記の通り投

資組合員による就任制限が明定されておらず、投資組合員である理事が理事会の

多数を占めることもありうる。理事会は、監事会による監督に服さずに協同組合

を指揮することができるため、監事への就任制限を置いた上記趣旨に反した結果

にもなりかねない。それゆえ、監事会を設置しない場合には協同組合法に定めが

ない限り、総会が監事会の権限を有し義務を負うという規定を根拠にして(ド協

9条 l項 3文)、監事会に関する規定が総会に類推適用されると解する見解もあ

る(刊。この見解に従えば、例えば組合員総数20名で監事会を設置していない協同

組合では、投資組合員は総組合員の 4分の lである 5名を超えることは許されな

いことになる(ド協8条2項4文)。

監事の場合と異なり、投資組合員の理事への就任には制限は設けられていない。

理事によって構成される理事会は、自己の責任で協同組合を指揮する権限を有す

る(ド、協27条 I項 l文)。それゆえ理事は協同組合運営に影響力を行使できる O そ

れにもかかわらず就任制限は、なぜ設けられていないのであろうか。指摘されて

いるように実際上は、日常業務に従事しなければならなくなる理事への就任は大

きな負担であり、投資組合員の大多数にとって魅力がないことは ω首肯できる。

しかし大多数の投資組合員にとって実際上魅力がないからといって、①すべての

投資組合員とって魅力がないとはいえないのはいうまでもないし、②実際上魅力

がないことと、論理的に可能性としてありうることは別である O それゆえ投資組

合員による協同組合運営への影響力を制限するという上記趣旨に照らすと、投資

組合員による就任の制限が監事のみについて設けられている点には疑問が残る ω。

第3章一致の原則との関係

組合員=利用者という一致(同一性)の原則【Identitatsprinzip】は、伝統的な協

同組合理論によると、協同組合の理念型を形成している O しかし投資組合員は、

組合員であるが、利用者ではないという意味で、組合員手利用者であり、素直に

考えると一致の原則と相容れない。投資組合員は一致の原則とどのように整合性

(21) Marcus GeschwandtnerlMarcus Helios， Genossenschaftsrecht， 2006， S.53. 

(22) Saenger/Merkelbach， a.a.O. (Fn.17)， S.569 

(23) Vgl. GeschwandtnerlHelios， a.a.O. (Fn.21)， S.53 
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をとればよいのであろうか。あるいは整合性をとることができないのであれば、

投資組合員を伝統的な協同組合理論においてどのように位置付ければよいのであ

ろうか(第2節)。その手がかりをさぐるため、一致の原則は、協同組合法でどの

程度貫徹されているのかを最初に明らかにしておこう(第 l節)。

第1節 一致の原則との関係が問題になる他の事項

一員外取引

一致の原則を貫徹するのであれば、協同組合は員外者(非組合員)と取引をす

ること(員外取ヲ1)はできない。員外者の側からみると、員外者は協同組合事業

を利用できなL、。員外取引の相手方は、投資組合員とは逆に「利用者であるが、

組合員ではない」という意味で、岡原則と相容れないからである。しかしながら

日独両国では法的には向原則は厳格には維持されておらず、員外取引が許容され

ている刷。各協同組合が員外取引をするには、定款の定めを置く必要があるのは

両国で共通する。ドイツではそれ以外の制約はないのに対し(ド協 8条 1項 5号。

SCE法規則 1条4項も同じ)、わが国では員外取引分量に制限が法定されている

(農協10条19項ほか)。許容範囲について両国で大きな差異はあるものの、いずれ

にせよ理念型に忠実であることよりも、事業分量を拡大してスケールメリットを

追求するという「必要性」に妥協した立法政策の結果である。

二協同組合事業を現に利用していない組合員 (2百5

組合員でありながら、協同組合事業を現に利用していない組合員は、従来から

存在する。このような組合員は、実質的には利用者ではない。一致の原則との関

係が問題になる。

1 .潜在的には利用可能な組合員

協同組合事業を利用しようと思えば利用できるが、現に利用していない組合員

である O 実質的には一致の原則と相容れない状況であるが、潜在的には利用者で

(24)わが協同組合法のうち、消費生活協同組合法のみは、伝統的な協同組合理論に立脚した理念型

に忠実に、員外取引を原則禁止している(生協12条3項 6項)。もっともこのような規整内容

は純粋に協同組合の理念型に依拠して定められたというより、むしろ政治的な理由によると考え

らえる(中西啓之「員外利用規制の経緯と論点j 宮坂富之助編『現代生協法の理論~ (コープ出
版、平成6年)87-88頁参照)。

(25) Vg1. Gunther Ring1e， Die Mitgliederschaft von “Investoren" in Genossenschaften， in: Hans-H. 
Munkner/Ringle， Perspektiven fur die genossenschaftliche Fina回 ierung，2002， S.57-59. 
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あり続けるため、法的には一致の原則とは矛盾していない。利用可能性が残され

ている点で、投資組合員や廃業組合員 Cf2 J)と異なっている。具体的には、以

下のような組合員を想定できる O

第一に、協同組合と疎遠な組合員【vomKooperativ entfremdete Mitgli巴der】であ

る。いわば「幽霊組合員」である O 協同組合事業を利用する意思で協同組合に加

入したが、時が経過するにつれて事業を利用しなくなった組合員である。例えば

協同組合に加入しているが、その経営するスーパーを利用せず、大手流通会社が

経営するスーパーを利用している者は、私たちのごく身近なところにも存在する

であろう。もっとも、①協同組合の未利用又はほとんど利用しないことを除名事

由として定款に定めることが差し支えないと解され(ド協同条 1項 1文)(2ヘある

いは②長期間にわたって協同組合事業を利用しない組合員は除名の対象になる旨

が法定されている点(農協22条2項 l号)に照らすと、一致の原則を実質的にも

維持しようとする法律の態度を看取できる。

第二に、資本利回りの獲得を目的とする組合員【kapitalverwertend巴 Mitg1ieder】

である。 ドイツでは信用協同組合で、魅力的な配当政策(ド協19条 1項)や払込

済出資金に対する利息(ド協21a条 l項)を目当てにして組合員になる者があると

いう。わが国では定期預貯金利率がゼロに近いような状況で、高率の出資配当を

行っている組合もある刷。してみればこのような組合に、組合事業を利用する意

思はなくとも単に資本利回りの獲得を目的にして加入する者がいても不思議でな

L 、。

第三に、利用見込者【Nutzungsanwarter】である組合員である。 ドイツの住宅協

同組合で慣行として見受けられるという O 最初に組合員になることによって法的

には、組合員たる地位に基づいた住宅利用権を取得するO この時点、では潜在的に

は利用者であるが、住宅を現に利用していない。すなわち組合員であるが、実質

的には利用者ではない。協同組合住宅に将来入居する際に上記利用権を行使し、

実質的にも利用者になるのである。

2.潜在的にも利用不可能な組合員(協同組合事業の利用を想定できない組合員)

組合員が行う事業を助成するタイプの協同組合では、協同組合事業は組合員が

行う事業と関連性がある。例えば製靴原料購買協同組合では、組合員である製靴

(26) Poh1mann u.a.， a.a.O. (Fn.lO)， !i 68 Rn.9. 
(27)平成18年度では、出資配当率が4ー 7%の組合が45組合、 7%以上の組合が5組合ある(農林

水産省経営局協同組織課編・前掲注 (3)のWeb版による)。
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業者が原料として使う皮革などを組合員に供給する。組合員が廃業した場合には、

もはや協同組合事業を利用できない、あるいは 仮に物理的には利用可能であ

るにしても 事業利用を想定できない。このような廃業組合員は潜在的にも利

用者ではないため、実質的のみならず法的にも一致の原則と相容れなL、。わが国

における下記の場合と異なりドイツでは、廃業は定款の定めがなければ、当然脱

退事由あるいは除名対象でもな~， (謝。それゆえ廃業組合員が組合員であり続ける

ことは必ずしも違法ではないのである。

わが国で近時問題視されているいわゆる偽装正組合員も、この範礁に属する。

そこでは農業協同組合の正組合員資格は農業者であるにもかかわらず(農協12条

1項 1号)、離農者(元農業者)も未だ正組合員として扱われているという批判が

なされている回)。農業関連事業についてみると偽装正組合員は利用者ではないが、

正組合員とされており、一致の原則と相容れない。もっとも農業協同組合のうち

いわゆる総合農協は、非農業関連事業も兼営している。それゆえ偽装正組合員に

ついても、非農業関連事業の利用を想定できるので、組合事業全体としてみれば

一致の原則には反しないであろう。より厳密に述べると、わが農業協同組合法で

は離農して農業者でなくなると正組合員資格を喪失し(農協12条 1項 1号)、その

時点で当然脱退となる(農協22条 1項 1号。なお農経基盤32条 1項参照)。それゆ

え偽装正組合員は正組合員ではないので、組合員であるが、利用者ではないとい

う意味での一致の原則は本来問題になり得ない。それにもかかわらず組合が、偽

装正組合員を正組合員として扱うと違法である。例えば総会の議決に偽装正組合

員が参加した場合、成立した決議は取消請求の対象になりうる(刑。

自己機関制をクリアーするために便宜的に利用されてきた支援組合員(第2章

第2節「二」参照)もこの範障に属する。支援組合員は、協同組合事業の利用を

(ω2お却8心)Be叩u凶lt凶刷t吐t

(29め)総合規制改草会議「規制改革の推進に関する第2次答申 経済活{性生化のために重点的に推進

すべき規制改革一一(平成14年12月12日)J131真。偽装正組合員について、同会議専門委員(農

林水産業・流通ワーキンググループ)もされていた神門教授は痛烈に批判されている(神門善久

rr農協すなわち JAJの呪縛に終止符を」農業と経済69巻 9号16頁〔平成15年)、同 r<日本の現
代>8 日本の食と農 危機の本質一一JJ(NTT出版、平成18年)76頁〕。これに対する反論と

して、増田佳昭『規制改革時代の JA戦略 農協批判を超えて一一JJ(家の光協会、平成18年)

28頁、同 rr協同組合」であることの意義」農業と経済73巻9号70頁(平成19年)がある。
(30)会社法における議論に依拠すると、非正組合員が議決に加わった場合、それ自体が取消事由に

該当するとする説が多数説である。これに対して当該投票のみが無効になるにすぎず、それを除

いても決議が有効に成立していると認められる場合には、取消事由に該当しないとする説もある

(上柳克郎ほか編『新版注釈会社法 (5) 株式会社の機関 (I)JJ(有斐閣、昭和61年)321頁〔岩原

紳作執筆])。
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本来的に想定できず、単に理事・監事資格を得るために組合員たる地位を取得す

る者だからである。

第2節整合性

投資組合員は組合員であるが、利用者ではなL、。同じく利用者ではない組合員

である上記「潜在的には利用可能な組合員」は(第 1節「二J1)、潜在的には利

用者であり続けるため、法的には一致の原則と矛盾していない。これに対して投

資組合員は、加入当初から協同組合事業を利用する意思がないのみならず、潜在

的にも利用者ではない。それゆえ上記「潜在的にも利用不可能な組合員Jと同様

(第 1節「二J2)、投資組合員を一致の原則と整合的に説明することはできない

と考える。説明を放棄するに等しいが、伝統的な協同組合理論では投資組合員を

一致の原則の例外と位置付けざるを得ないであろう O

もっとも、助成目的(第4章参照)から一般に導き出されるという意味で、一

致の原則は第 2次的要素である O それゆえ協同組合の法的概念要素として厳格に

維持しなければならないという要請は、組合員助成と比べて大きくないとも考え

られる(川。一致の原則にどの程度忠実であるのか、言い換えると例外をどの程度

許容するのかは、立法政策上の問題に還元しうる。とはいうものの一致の原則か

らの講離の程度が大きいと、伝統的な協同組合理論に立脚すると、もはや協同組

合としての「許容性」を超えてしまう O あるいは一致の原則が理念型を形成する

こと自体を維持できず、理念型そのものに変更が迫られることになる。なぜなら

原則と例外が逆転し、「例外はあるものの原則は維持されている」と説明したとし

ても、中身のない空虚な説明になってしまうからである。

いずれにせよ員外取引を許容する法制では(第 1節「ー」参照)、程度の差はあ

るが一致の原則は既に緩和されている O このような法制において、投資組合員は

一致の原則と矛盾すると今更批判することこそ、平灰が合わないとも考えられる。

投資組合員を許容したとしても、一致の原則との関係では大きな矛盾は新たに生

じないのではなかろうか。もっとも員外取引の相手方と異なり、投資組合員は協

同組合の構成員である。それゆえ利用組合員の助成利益が損なわれる危険性があ

り、その回避のために組合員の制度設計が複雑にならざるを得なくなるが、この

点については前述した(第2章第3節)。

(31)反対、大塚喜一郎『協同組合法の研究.!(有斐閣、増訂版、昭和43年)377-380頁。
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第4章助成目的との関係

第1節問題の所在

一般的に(利用)組合員が協同組合に加入するのは、協同組合事業の利用を通

じて協同組合から助成を受けるためである O 協同組合側からみると協同組合は、

事業を通じて組合員を助成することを目的とする。助成目的は、協同組合を他の

私法上の団体と区別するメルクマールであり(泊、協同組合である限りは放棄し得

なL、。
利用組合員の有する助成利益についてみてみよう。具体的には、協同組合事業

の利用者として、できるだけ有利な条件で協同組合と取引すること(有利条件取

百1)に対する利益である O 年度末に剰余金が生じた場合には、当該年度に協同組

合事業を利用した分量に基づいて剰余金の配当(利用分量配当)を受けることに

対する利益である O 剰余金処分の一環である配当の形で行われるが、実際には事

後的な価格修正(値引き)の意味を有し、有利条件取引に対する利益と同じであ

る。

これに対して投資組合員は、事業利用を通じて協同組合から助成を受けること

を意図していない。投資組合員は協同組合事業の利用者ではないため、有利条件

取引や利用分量配当に対して利益を有していない。一般的には投資家としての利

益、すなわちできるだけ高率の資本利回り(出資配当)を獲得することに対して

利益(資本利回り利益)を有しているのである。

利用組合員と投資組合員では、協同組合に対して有する利主主がこのように全く

異なっている O 前章での考察の結果、一致の原則にどの程度忠実で、あるのかは立

法政策の問題であるとたとえ割り切ったとしても、この異なる 2つの利益を lつ

の協同組合で両立させることは可能であろうか。言い換えると「投資組合員を受

け入れても、助成目的を維持できるのであろうか」あるいは「協同組合である以

上放棄し得ない助成目的を維持しながら、 Iつの協同組合で、助成利益と資本利

回り利益をそれぞれの組合員に保障できるのであろうか」という疑問が呈せられ

る。このような疑問をもっともであるとし、投資組合員を受け入れると「統合失

調症【SchizophrenieJJに総ると痛烈に批判する者もある(日)。

(32)拙稿「協同組合と株式会社一一協同組合法の商法準拠は株式会社への道かー十」協同組合経営

研究誌にじ608号11頁(平成16年〕。ただし相互会社との区別は、助成目的のみでは不可能である

(大塚・前掲注 (31)364頁参照)。

(33) Wolfgang Blomeyer， Auf dem steigen Wegc 四 rEuropaischeu Genossenschaft， in: Wolfgang 

HarbrechtIWolfgang Vogel (Hrsg.)， 50 Jahre Forschuugsinstitut fur Genossenschaftswescn an der 

Universitat Erlangen-Numberg， 2000， S.63 
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上記疑問が呈せられる背景として、利用組合員と投資組合員が有するそれぞれ

の利益がどのような関係にあるのか、より具体的には両利益がどのような形で対

立しうるのかを最初に確認する(第2節)。その上で当該疑問に対してどのように

反論をなしえ、投資組合員は助成目的とどのように整合性をとりうるのかについ

て考察しよう(第 3節)。

第2節利益の対立

利用組合員と投資組合員が協同組合に対して有する利益は、具体的にどのよう

な形で対立するのであろうか。!苫舗購買事業を行う協同組合で仕入値が@80円の

品物を、利用組合員に供給するという事例を素材にして考えてみよう。近隣のスー

ノfー(株式会社)が@160円で同じ品物を販売し、飛ぶように売れている。実費手

数料を考慮して協同組合が見積もったところ、供給価@100円で収支相償となる。

協同組合の財務健全化に資するべく +α部分として、例えば@10円を考慮して供
給価@110円で供給する。利用組合員は、スーパーでト購入するのと比べて@50円有

利な条件で購入できる。これが利用組合員の利益に即した経営である。

投資組合員の利益に照らすと状況は異なる。 @160円で飛ぶように売れるのなら

@110円で供給する必要はない。 @150円で供給しでも飛ぶように売れる。 @110円

で供給する場合に比べ、より多くの剰余金が協同組合に生じる。出資配当の原資

となる剰余金が増大し、投資組合員はより高率の資本利回りを獲得しうる。過度

に保守的な供給価格設定をしたため、仮に@150円で供給して多額の剰余金が生じ

たとしても、利用組合員の利益に即した経営であれば、有利条件取引を達成すべ

く、←ー出資金額ではなく一一利用分量を基準にして剰余金を配当することにな

る。

可能な限り供給価格を下げ、利用組合員にとってできるだけ有利な条件で品物

を供給することが利用組合員が有する利益に即した経営、すなわち助成目的に合

致した経営である。これに対して投資組合員が有する利益は、これとは逆に可能

な限り供給価格を上げ、できるだけ多くの剰余金を達成することを前提として、

より高率の出資配当を獲得することである。素直に考えるとこのように、利用組

合員と投資組合員の利益は対立している O 一方の利益の貫徹は、他方の利益の犠

牲によってのみ可能であるという指摘(叫がなされる所以である O

(34) Ringle， a.a.O. (Fn.25)， S.67; derselbe， Brauchen Genossenschaftten“Investo間世田tglieder"ワ， in: 

ZfgG 53， S.166 (2003) 
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相反する両者の利援を統合することは大変困難である倒。立法理由書では投資

組合員について、利用組合員ないし助成目的と整合性をとるための説明はなされ

ていない。伝統的な協同組合理論に立脚した場合における協同組合としての「許

容性」の観点に触れることなく、「必要性」の観点から説明されているのみである

(第2章第2節「ー」参照)。このような状況においても学説の中には整合性をと

ろうと試み、「許容性Jの観点から考察する者もある O 以下では、このような学説

を参考にしながら、投資組合員について利用組合員ないし助成目的とどのように

整合性をとればよいのか考えてみよう O

第3節整合性

一助成目的への拘束

投資組合員も助成目的に拘束され(ド協 1条 1項)、助成目的に反した資本利回

りの追求は本来的に許されない。言い換えると投資組合員は、助成目的の枠内で

のみ投資利回りの追求が法的に許されている。

もっとも、「組合員が助成と感じるのが助成J(36) といわれている点に照らすと明

らかなように、具体的な経営が助成目的に適合しているのか否かを判断する客観

的基準が確立していない。加えてわが会社法における営利目的について指檎され

ているのと同様、助成目的から導き出される法的効果は法規範として緩やかであ

ると考えられる(第5章第 1節参照)。私見によると法的判断は別にして ある

いは法的に判断すると、違法とまではL、えないにしても一一、投資組合員の意向

によって助成目的が実際には蔑ろにされ、むしろ投資利回りの追求に偏った経営

が「助成目的に合致した経営」の名の下でなされる危険性も指摘しうる O 具体的

には例えば、①投資組合員が理事に就任し、資本利回りを追求する経営をする危

険性、②同経営がなされるように投資組合員が理事会に対して影響力を行使する

危険性、及び③向経営がなされないのであれば、協同組合からの脱退も辞さない

と投資組合員が脅しをかける危険性(第 2章第 3節「二J2参照)である。しか

しこのような指摘に対しては、以下のような反論もなされうる(附3幻叫7η〉

上記①については、投資組合員の理事への就任について、監事における場合と

(35) Cario， a.a.O. (Fn.20)， S.150 

(36) Be曲 ard Grosfe1d， Genossenschaft und Ehrenamt， in: ZfgG 29， S.222 (1979); Bernhard 

Grosfe1d/Thomas Noelle， Stellung und Funktion der genossenschaftlichen Verbandspru白ng，in: BB 

40， S.2147 (1985) 

(37) Vgl. Beuthien， a.a.O. (Fn.7)， S.57; Geschwandtner/Helios， a.a.O. (Fn.2J)， S.51 
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異なり制限は明定されていない(第2章第 3節「二J3参照)。しかし理事に就任

するには、総会の議決によって理事に選出されなければならない(ド協24条2項

1文。なお 3文参照、)。総会の議決権配分については、利用組合員に有利なように

議決権に重み付けがなされるため、利用組合員の意思に反して投資組合員が理事

に選出されることはない(第2章第3節「二J2参照)。定款の定めによって監事

会に理事選出権限が付与されている場合でも(ド協24条2項2文)、事情は異なら

ない。投資組合員である監事の数は、監事の 4分の lを超えではならないからで

ある(第2章第 3鮪「二J3参照)。

上記②については、理事会に対して影響力を行使しようとしても、行使する視す

が投資組合員には法的に保障されているわけではない。例えば高率の資本利回り

を達成する前提となる事業分量拡大を狙って、員外取引の拡大を投資組合員が目

論んだとしても、理事会は自己責任で、すなわち他からの指揮命令に服さずに業

務指揮をすることができるからである(ド協27条 1項 1文)。

上記③については、脱退によって持分の払戻しという形で投下資本を回収して

他に投資しようとしても、投資組合員が脱退を思いとどまらざるを得ない事情も

ある O 例えば脱退すなわち組合員たる地位の解約告知の期間は少なくとも 3か月

で、定款によって 5年まで延長でき、起業家のみを組合員とする協同組合では10

年まで延長できる(ド協65条 2項)。新たな投資先に再投資するまで、このように

長期間を要するという不利益な状況にある O 更には持分算定が通常の貸借対照表

に基づいて行われるため、帳簿価額を基準として算定される。含み益は算定の対

象とならないのはいうまでもなく、準備金についても対象にならない場合がある

(ド協73条3項)(則。

以上から、投資組合員の意向によって助成白的が蔑ろにされ、むしろ投資利回

りの追求に偏った経営がなされる危険性はありうる。しかし上記① ③の指摘に

対してなされうる反論を考慮に入れると、この危険性は回避し得ないほど決定的

であるとは、必ずしもいえないであろう O

二 lつの小舟

仮に上記① ③の指摘に対してなされうる反論が的を射ておらず、指摘された

通りの危険性が存在すると仮定しよう。そうであったとしも投資組合員は、あく

までも助成目的の枠内で投資利回りを追求せざるを得ないとも考えられよう O な

(38)拙著『協同組合における外部監査の研究J(全国協同出版、平成17年)52-53頁。
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ぜなら利用組合員と協同組合の問の取引が好調でなければ、協同組合には剰余金

が生じず、ひいては投資組合員は十分な出資配当を受け取ることはできなL、から

である。利用組合員が組合員との取引に満足せずに協同組合を見限れば(へ結局

は投資組合員にとって不都合である。投資組合員は、助成目的の枠内でのみ投資

利回りを追求し、助成利益に配慮せざるを得ないので、ある O

反対に利用組合員も、投資組合員の有する資本利回り利益に配慮せざるを得な

い (40)。期待する資本利回りが得られないと、投資組合員は 実際上の制約はあ

るにしても (1ーJ) 協同組合から脱退し、持分の払戻しという形で投下資本

を回収しようとする。そうすると投資組合員導入の趣旨に即して考えると(第2

章第2節「ー」参照〕、脆弱な自己資本の増強とは程遠い結果になる。というより

はむしろ期待する資本利回りの獲得が期待できない協同組合に投資するインセン

ティブは、当初から投資家にはないであろう。それゆえ利用組合員は、有利条件

取引を達成するためであっても資本利回り利益を極度に損なうことはできない。

すなわち①有利条件取引を極端に推し進めたため、協同組合に生じるはずの剰余

金が極端に減少し、ひいては出資配当が大幅に減額したため、あるいは②生じた

剰余金の配分が利用分量配当に偏っているため、期待する資本利回りを投資組合

員が得られないような事態を回避する必要があるO

以上から、投資組合員を受け入れている協同組合では、①利用組合員に対する

助成は、投資組合員の犠牲によって行わないこと、反対に②投資組合員への剰余

金の配分は、利用組合員の犠牲によって行わないことが要請される(川。両者は

11つの小舟 [einBoot】J(叫に乗っており、それぞれ他者に配慮しなければならな

い。剰余金配当に際しては、利用組合員が協同組合との取引を通じて助成利益を

得ている点に鑑み、両者を出資配当で異なった扱いにすることも考えられる。例

えば 1持分当たりの出資配当額を、利用組合員 1に対して投資組合員3にする凶。

もっとも、配当政策のあり方次第では多額の資金が外部に流出し、投資組合員の

受入れによる脆弱な自己資本の増強どころか、一層自己資本が減少してしまう O

(39) もっとも、員外取引を広範に許容する法制では、利用組合員が満足しなくとも事業分量は確保

されうる(拙著・前掲注 (38)54頁〕。

(40) Beuthien， 3.3.0. (Fn.lO)， e 8 Rn.14; Ringle， 3.3.0. (Fn.25)， S.67f. 
(41) S3enger/Merkelb3ch， 3.3.0. (Fn.17)， S.568. 

(42) Beuthien， 3.3.0. (Fn.7)， S.59. 

(43) Jurgen Kesler/A吋3Herzberg， D3S neue Genossensch3ftsrecht， 2006， S.21.ただし利用組合員と役
資組合員で異なった扱いをすることが、組合員平等取扱いの原則に照らし許されるのか否かにつ

いて検討を要する。
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加えて実務上、助成利益を具体的にどの程度に算定するのかは一義的には決まら

ず、両組合員間で対立の火種となりうる O 利用組合員と投資組合員の間で折り合

いをつけるのは、実際には容易でないと推測しうる。

第5章 わが協同組合法への示唆

投資組合員に関する考察結果から、わが協同組合法とりわけ農業協同組合法に

どのような点で示唆を得ることができるのであろうか。繰り返しになるが(第 l

章第2節)、最初に確認しておこう。

組合のあるべき方向性のうちいずれを選択しでも、非農業者組合員を許容する

ことになるであろう O 農業者組合員と非農業者組合員の聞では、農業の側面では

共通の利害関係がなく、両者に同質性がない。これに対して投資組合員を受け入

れている協同組合でも、利用組合員と投資組合員の間に共通の利害関係がなく、

両者に隠質性がない。彼我の協同総合では、利害関係の異なる組合員を、 lつの

協同組合に糾合する点で共通しているO そこで非農業者組合員を受け入れる場合

における組合員の制度設計のあり方について、具体的には以下の 4つに分節して、

投資組合員に関する考察結果から示唆を得ることにしよう。

第1節 利害関係の異なる組合員と助成目的との関係

利害関係の異なる組合員について、助成目的とどのように整合性をとるのかと

いう最も根本的な点についてである。農業者組合員は、農業関連事業・非農業関

連事業双方の利用を通じて組合から助成を受ける利益を有する。これに対して非

農業者組合員は、非農業関連事業の利用を通じてのみ、組合から助成を受ける利

益を有するに過ぎない。農業関連事業に対しては両組合員で全く利害関係が異な

るのである O 農業者組合員と非農業者組合員が有するそれぞれの助成利益を、 1

つの組合で両立させることはできるのであろうか。

投資組合員を受け入れている協同組合では、利用組合員と投資組合員が有する

利益は論理的には対立し、助成目的が蔑ろにされ、ひいては助成利益が損なわれ

る危険性がある。しかし回避し得ないほど決定的であるとは必ずしもいえない。

あるいは両者は 1つの小舟に乗っており、お互いの利益に配慮せざるを得ない状

況にある(第4章第3節参照)。わが農業協同組合に当てはめると、「農業者組合

員あっての非農業者組合員J又は「農業関連事業あっての非農業関連事業」とい
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う関係であるが刷、このような関係は成立するのであろうか。

例えば「食の安全・安心Jに対する国民の関心が高まるなか、食の一翼を担う

農業分野で中核的役割を果たしている農業協同組合を応援したい非農業者も、少

なからず存在すると思われる。確かにこのような非農業者が組合に加入する場合

には、 11つの小舟」関係が成立しうる。しかし農業者組合員と非農業者組合員の

利益が、このようにうまく両立できるとは限らないであろう O 都市部にある農業

協同組合では、①農業関連事業が非農業関連事業よりもウェイトが低い組合や、

②農業者組合員である正組合員数を非農業者組合員である准組合員数が大幅に上

回る組合も珍しくなL、。このような状況では、農業関連事業と非農業関連事業の

部門別損益管理徹底への要求も一層強くなりうる刷。その結果部門別にみて不採

算であることのみを理由にして、農業関連事業を大幅に廃止すべきであるという

意見も、非農業者組合員から出てくる可能性もある O 廃止に不満のある農業者組

合員が組合を見限り、組合との取引をやめ、あるいは脱退したとしても、上記①

②のような状況では組合に与える影響も大きくないといえそうである。してみれ

ば非農業者組合員は、農業者組合員の利益に配慮せざるを得ないとは必ずしもい

えない(第4章第3節「二」参照)。

上記①②のような状況も考慮に入れ、農業者組合員が農業関連事業の利用を通

じて受ける助成利益を維持し続けようとするのであれば、たとえ「地域」協同組

合という方向性をとったとしても(第 l章第1節「二」参照)、農業関連事業を通

じた助成目的を放棄できないよう法律で保障せざるを得ないであろう〔制。組合に

よって色の濃淡はあろうが、いずれにせよ農的色彩を帯びた協同組合、いうなれ

ば「農的(地域)協同組合」附をイメージしうる。そうすると農業者組合員をコ

ア組合員、非農業者組合員を非コア組合員とする現行農業協同組合法の位置付け

は、程度の差はあれ維持されることになる。もっとも、たとえ農業関連事業を通

(44)本文で述べた関係とは反対に「非農業者組合員あっての農業者組合員」又は「非農業関連事業

あっての農業関連事業Jという関係についても問題になる。現行農業協同組合法を前提にすると、
組合員総数に占める准組合員の割合が高く、かつ信用・共済事業のウェイトが高い組合ほど、こ

のような関係が成立しやすい。

(45)神門・前掲注 (29)r食と農.J120ー 121頁、同 rTこれから」の前になすべきこと」農業と経済
73巻9号25・27頁(平成19年)参照。

(46)法律で一律に保障するのではなく、定款自治に任せることも考慮に値する。しかしそうすると

全く農的色彩のない組合も成立できることになり、分立協同組合法制lという現行の枠組みにおけ
る農業協同組合法の位置付けに難点が生じる(第 1章第 l節「二」参照)。

(47)田代洋一「歴史的存在としての農協-ー農的地域協同組合への道一一」農業と経済73巻9号19

21頁〔平成19年)参照。
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じた助成目的を法律で保障したとしても、会社法における営利目的について指摘

されている酬のと同様、助成目的から導き出される法的効果は法規範として緩や

かであると考えられる。それゆえ農業関連事業を通じた農業者組合員助成を標傍

しながら、実際には非農業関連事業を通じた助成に偏った経営がなされる危険性

も生じうる(第 4 章第 3 節 I~J 参照)。このような危険性を回避し、農業関連事

業を通じた農業者組合員助成を実際にも保障するためには、非農業者組合員の議

決権に何らかの制限をせざるを得ないので-はなかろうか(第2節「一」参照)。

第2節組合員たる地位

等しく組合員である農業者組合員と非農業者組合員に、どのような法的地位を

与えればよいのかという点についてである。議決権配分・機関構成員への就任に

ついて、現行農業協同組合法のように異なった扱いをすることは許されるのであ

ろうか。

一議決権配分

農業者組合員と非農業者組合員の間で、どのように議決権を配分すればよいの

であろうか。わが国では伝統的な協同組合理論に従い、平等の議決権付与は協同

組合の理念裂を形成してきた。それゆえ現行農業協同組合法で、准組合員に議決

権が付与されていない点に対して批判がなされてきた(第 1章第 l節「三」参照)。

投資組合員を受け入れている協同組合では、投資組合員には議決権が付与され

ているものの、利用組合員と比べて相対的に不利に扱われている。このような扱

い自体は、助成目的が蔑ろにされ、ひいては利用組合員の助成利益が損なわれる

危険性を回避するという理由で正当化されている(第2章第3節「二J2参照)。

わが農業協同組合においても、農業関連事業を通じた助成目的を維持するために、

平等に議決権を付与するのではなく、組合員種類ごとに異なった議決権配分をす

るという法規整は、立法政策としてありうる(第 l節参照〕。

もっとも、投資組合員には議決権が全く付与されていないのではない。議決権

に重み付けをすることによって制限がなされているものの、議決権は投資組合員

にも付与されている。これに対してわが現行農業協同組合法では、非農業者組合

員である准組合員には議決権は全く付与されていない。投資組合員と非農業者組

合員が、協同組合の目的である組合員助成に対して有する利益を比較すると、

(48)江頭憲治自11r株式会社法j(有斐閣、第2板、平成20年)20-21頁。
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非農業関連事業に限られるとはいえ 協同組合事業を利用する非農業者組

合員の方が大きい。非農業者組合員は、協同組合事業を利用する組合員という意

味では、相対的にはよりコア組合員に近いのである。しれみれば非農業者組合員

は、投資組合員にも増して組合員として扱われるべき、すなわち議決権配分との

関係では議決権が付与されるべきであるともいえる。少なくとも現行農業協同組

合法におけるように非農業者組合員に議決権を全く付与しないという制度設計は、

再考すべきではなかろうか。

二機関構成員への就任

規整の厳格さに差異があるものの伝統的な協同組合理論に従い、自己機関制を

現行法が要求している点で日独で共通している O わが農業協同組合法では、自己

機関市jが要求されているのは理事同のみであり、監事については要求されていな

い。これに対してドイツ協同組合法では、理事・監事ともに完全な自己機関制が

要求されている(第2章第2節「二」参照)。このような差異を踏まえた上で、自

己機関制が要求されている局面において、非コア組合員である非農業者組合員を、

自己機関制との関係でどのように扱えばよいのかについて示唆を得ることにしよ

つ。

第一に、理事についてである O ドイツ協同組合法では利用組合員と差異はなく、

投資組合員による理事就任によっても自己機関制は充たされる。これに対してわ

が農業協同組合法では、非農業者組合員は自己機関制との関係では組合員として

扱われていない(農協30条11項)。第二に、監事についてである。わが農業協同組

合法では自己機関制が要求されていないので、両国の比較を通じた相対的な記述

はできない。 ドイツ協同組合法では制限的にせよ監事の 4分の lまでは投資組合

員が就任でき、これにより自己機関制が充たされる(第2章第3節「二J3参照)。

ドイツ協同組合法では自己機関制との関係では、理事については完全に、監事

については制限的であるが、いずれにせよ投資組合員は組合員として扱われてい

る。これに対してわが農業協同組合法では、自己機関制との関係で非農業者組合

員は組合員として扱われておらず、員外者として扱われている。

投資組合員よりも非農業者組合員の方がよりコア組合員に近い点に照らすと、

議決権配分におけるのと同様 (1ー」参照)、非農業者組合員は投資組合員にも増

(49)経営管理委員を置く組合では、経営管理委員のみについて自己機関制が要求され、理事につい

ては要求されていない(農協30条の 2第3項・ 6項)。本稿では同委員を置かない組合を想定し

て論述する。
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して自己機関制との関係でも組合員として扱われるべきであるともいえる。少な

くとも現行農業協同組合法におけるように自己機関制との関係で全く員外者とし

て扱うという制度設計は、再考すべきではなかろうか。

第3節経営成果の配分

2種類の組合員の間で、協同組合事業による経営成果をどのように配分すれば

よいのかという点についてである。

投資組合員は、①出資配当を通じて、できるだけ高率の資本利回りを獲得する

ことに利益を有する。これに対して利用組合員は、②できるだけ有利な条件で協

同組合と取引すること、③実際には事後的な価格修正(値引き)の意味を有する

ので上記②の一部としても位置付けうるが、利用分量配当を受けることに対して

利益を有する。上記②③に対する利益(助成利益)は、協同組合の助成目的に合

致しており、利用組合員が協同組合に加入する動機である。しかし経営成果を上

記②③のみによって配分する協同組合に加入するインセンティブは、投資家には

最初からなL、。経営成果配分の局面でも、利用組合員と投資組合員の聞で折り合

いをつける必要がある(第4章第3節「二J参照)。

わが農業協同組合では、農業者組合員・非農業者組合員はそれぞれどのような

利益を有するのであろうか。コア組合員である農業者組合員は、同じくコア組合

員である利用組合員と同じ利益状況である。すなわち上記②③に対して利益を有

する。非コア組合員である非農業者組合員は、同じく非コア組合員である投資組

合員と利益状況は異なる O 非農業者組合員も組合事業の利用者であり、農業者組

合員と同様 上記①ではなく 上記②③に対して利益を有する O それゆえ投

資組合員を受け入れている協同組合と異なり、上記①あるいは上記②③かを巡っ

て、両組合員の間で折り合いをつける必要はない。しかしそうであるからといっ

て、両組合員が有する利益の対立が大きくないとは必ずしもいえない(第 l節参

照)。利用についてみると非農業者組合員は、利用する事業が非農業関連事業に限

られる点で、農業関連事業・非農業関連事業双方を利用する農業者組合員と異な

る。取引条件の設定や利用分量配当の基準となる分量算定において農業関連事業

を優遇すると、非農業者組合員は上記②③に対する利益を十分には受けることが

できなくなる危険性があり、両組合員の問で対立の火種となりうる O そえゆえ経

営成果の配分については、投資組合員を受け入れている協同組合におけるのと同

様実際には容易ではなかろうが(第4章第3節「二」参照)、両組合員の聞で折り

合いをつける必要がある。
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第4節組合支援利用者

非農業者を組合員として受け入れることが必要不可欠であるのかという点につ

いてである。組合のあるべき方向性のうちいずれを選択しでも、非農業者を組合

員として許容することになるという前提で(第 1章第2節参照入組合員の制度設

計のあり方について示唆を得た(第 1節 第3節参照〕。その際、農業関連事業の

利用を想定できず、本来的には農業協同組合の組合員にはなれない者を組合員と

して受け入れようとするために、制度設計が複雑にならざるを得なL、。なぜなら

農業関連事業の利用を通じて農業者組合員が助成を受ける利益が損なわれないよ

うにするためである。その結果設計された制度が、伝統的な協同組合理論とどの

ように整合性をとることができるのかについても、説明を要することになるので

ある O

このように複雑な制度設計を採用し、その結果整合性をとるために難解な説明

をすることを要するとしても、非農業者を組合員として受け入れることが望まし

いのであろうか。農業者組合員と非農業者組合員の問で折り合いをつけることは

実際には容易でないという事情もあり(第 3節参照)、尚更このような素朴な疑問

が生じる。言い換えると、農業者組合員を中心とする協同組合という現行農業協

同組合法の理念と、非農業者である准組合員が組合全体でみると半数に迫ろうと

している実態の問で拡大している矛盾を解消するためには、非農業者を組合員と

して受け入れることが必要不可欠であろうか。

投資組合員に否定的な者の中には、資本調達目的で投資家を協同組合に受け入

れる手段として、従来から許容されている享益証券・匿名参加の方が優れている

という見解を主張する者もある〔到。享益権者・匿名参加者は資金拠出者であるが、

組合員ではないため(第2章第2節「ー」参照〉、投資家への組合員権付与は本来

的に問題にならず、投資組合員を受け入れることに起因する複雑な制度設計や難

解な説明を要しないので、ある。

投資組合員に関する上記見解に倣い、本来的には組合員にはなれない非農業者

を組合員として糾合するのではなく、単に利用者として組合との関係を構築する

ことはできないのであろうか。組合員ではないが利用者である者を許容すると、

一致の原則と相容れない。しかしわが農業協同組合法では一致の原則は既に緩和

されているので、一致の原則と矛盾すると今更批判するには及ばない(第3章第

1節「ー」・第2節参照)。最も単純明快な形としては、員外利用者として位置付

(50) Cario， a.a.O. (Fn.20)， S.149 
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ければ足る。しかしながら現行農業協同組合法において 准組合員ではありな

がら 組合員である者から、組合員たる地位を組合員の意思に反しても剥奪し

(農協22条 1項3号・ 2項・ 3項参照)、単なる員外利用者として位置付けること

には異論もあろう。それゆえ立法論としては、組合の構成員ではないが、「組合支

援利用者Jという地位を創設し、団体法上何らかの地位を与えるという選択肢も

考慮に値するのではなかろうか〈日〕。非農業関連事業を継続的に利用する意思はあ

るが、農業関連事業の利用を想定できない者を、構成員として糾合するのではな

く、利用者として組合に位置付けるのである。そうすると非農業者は組合員では

ないため、議決権付与は本来的に問題にならない。組合支援利用者に議決権が全

く与えられないとしても、同じく非農業者である現行農業協同組合法上の准組合

員に対してなされている議決権が付与されていないという批判が、組合支援利用

者に対してなされる余地はない。

終わりに

本稿では、わが協同組合法が知らない投資組合員についてより深く理解するこ

とを、 B的として最初に設定した (1はじめにJ)。次いで、将来における農業協同

組合のあるべき方向性のうちいずれを選択するにしても、非農業者組合員を許容

することになろうが、その場合における組合員の制度設計のあり方について、投

資組合員に関する考察結果から示唆を得ることが可能になることを明らかにした

(第 I章)。その上で、第 1章で明らかにした点を念頭に置きつつ、投資組合員が

どのように制度設計されているのかを概観した(第2章)。

投資組合員の導入によって、一方では自己資本調達手段が拡大し、協同組合の

弱点とされてきた脆弱な自己資本を増強する「必要性」に応えている O 他方で、

伝統的な協同組合理論との整合性という「許容性」の観点から、以下の 2点で疑

問が呈せられる。具体的には第一に、一致の原則と相容れないのではなかろうか。

確かに投資組合員を一致の原則と整合的に説明することはできないと考える。し

かし員外取引を許容する法制では、一致の原則は既に緩和されている。このよう

な法制において、投資組合員は一致の原則と矛盾すると今更批判することこそ、

(51)組合員以外の協同組合事業利用者に、協同組合内部において何らかの法的地位を団体法上与え

るという立法例を筆者はま日らない。制度設計によっては、 ポイントカード会員のような

個人法上の単なる取引の相手方と異ならないという批判もなされかねないので傷意する必要があ

る。具体的な制度設計は、今後の課題である。
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平灰が合わないとも考えられる(第3章)。第二に、投資組合員を受け入れても、

助成目的を維持できるのであろうか。素直に考えると投資組合員が有する資本利

回り利益は、協同組合の助成目的と対立している。しかし投資組合員も助成目的

に拘束され、あるいは利用組合員と協同組合の聞の取引が好調でなければ、投資

組合員は結局は十分な出資配当を受け取ることはできない。それゆえ投資組合員

は、法的のみならず実際にも助成目的の枠内でのみ投資利回りを追求することに

なる。このような意味で投資組合員は、助成目的と両立しうるのである(第4章)。

このように許容性の観点、すなわち伝統的な協同組合理論と整合性があるのか

という観点からも投資組合員について考察した結果、一一単純明快とは程遠く、

難点もあろうがー←何とか整合性をとりうる。もっとも、利用組合員と投資組合

員の問で折り合いをつけるのは、実際には容易でないと推測しうることもあり、

投資組合員がうまく機能するのかは未知数である。

投資家が投資組合員として協同組合に加入したことを前提にして本稿では考察

したが、数ある投資先の中から投資家が協同組合を選択するインセンティブを協

同組合は与えることができるのであろうか。投資家の投資行動について十分に言

及することができなかったが、投資家はどのような場合に協同組合に魅力を感じ

るのであろうか。この点に閲する考察は残された課題であり、とりわけ経済学分

野における研究成果が待たれる。

以上の考察結果を踏まえて最後に、第 l章で明らかにした点について、すなわ

ち非農業者組合員を受け入れる場合における組合員の制度設計のあり方について、

投資組合員に関する考察結果から、わが協同組合法とりわけ農業協同組合法に示

唆を得た(第 5章)。

<法律名略語>

ド、協 ドイツ協同組合法【Genossenschaftsgesetz】
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